岩国市日中一時支援事業実施要領
　（趣旨）

第１条　この要領は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。)第77条第５項の規定に基づき、身体障害者（児）、知的障害者（児）、精神障害者、発達障害者（児）及び難病患者（以下「障害者等」という。）の日中における活動の場を確保し、障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に介護している家族の一時的な休息支援を行うため、岩国市日中一時支援事業（以下「事業」という。）を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。
（実施主体）

第２条　事業の実施主体は、岩国市とする。ただし、市長は、事業の全部又は一部を適切な事業運営が確保できると認められる法人（以下「事業者」という。）に委託することができる。

（利用対象者）

第３条　事業の利用対象者は、市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）の規定に基づき本市の住民基本台帳に記載されている者のうち、次の各号のいずれかに該当する障害者等であって、養護者(障害者等が18歳未満の場合にあっては利用者の保護者(児童福祉法(昭和22年法律第164号)第６条に規定する保護者をいう。以下同じ。)、18歳以上の場合にあっては利用者を日常的に介護・見守りしている同居家族。以下同じ。)が不在時に一人で長時間過ごすことができないなど、市長が見守りの支援が必要であると認めたものとする。

⑴　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受けている者

⑵　療育手帳制度要綱（昭和48年９月27日厚生省事務次官通知）に基づく療育手帳の交付を受けている者

⑶　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者

⑷　小学校若しくは中学校の特別支援学級又は特別支援学校に通学する児童又は生徒

⑸　医師の診断書等により精神障害又は発達障害を有すると認められる者

　⑹　治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者総合支援法第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の主務大臣が定める程度である者
⑺　前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める者

（事業内容）

第４条　事業の内容は、日中において、障害者等に活動の場を提供し、一時的な預かり及び見守り（以下「サービスの提供」という。）を行うものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する利用は認められない。

　⑴　特別支援学校等の実習利用

⑵　不登校等を理由とした学校教育の代替利用。ただし、養護者が不在時に利用者が１人で長時間過ごすことができない場合を除く。

　⑶　当該事業所利用開始後１か月間を除き、養護者が同伴する利用
（申請）

第５条　事業を利用しようとする者又はその保護者（以下「申請者」という。）は、岩国市日中一時支援事業利用申請書（様式第１号）に市長が必要と認める書類を添付して提出するものとする。

（決定及び却下）

第６条　市長は、前条の規定による申請を受理したときは、その内容を審査し、利用を決定又は却下したときは、岩国市日中一時支援事業利用決定（却下）通知書（様式第２号。以下「決定通知書」という。）により申請者に通知するものとする。

   (有効期間及び更新申請)

第７条　前条の決定通知書の有効期間は、市長が前条の決定を行った日から起算して１年以内とする。
２　利用者は、前項の有効期間の満了後、引き続き事業を利用しようとするときは、有効期間満了日前１か月以内に第５条の規定による申請を行うものとする。
（変更及び廃止）

第８条　第６条の規定により利用の決定を受けた障害者等（以下「利用者」という。）又はその保護者は、次の各号のいずれかに該当するときは、岩国市日中一時支援事業利用変更（廃止）届（様式第３号）により、速やかに市長に届け出るものとする。

⑴　利用者の住所等を変更したとき。

⑵　利用者の心身状況に大きな変化があったとき。

⑶　利用の中止をしようとするとき。

（決定の取消し）

第９条　市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、第６条の規定による利用の決定を取り消すことができる。

⑴　利用対象者の要件を満たさなくなったとき。

⑵　不正又は虚偽の申請により利用の決定を受けたとき。

⑶　前２号に掲げるもののほか、市長が利用を不適当と認めたとき。

　(決定量)

第10条　１か月の事業の利用日数は、10日以内とする。ただし、次の各号に該当する場合は、当該各号に定める日数とする。

⑴　養護者の就労等により、当該養護者が不在又は利用者の介護・見守りができない場合であって、日中において当該養護者以外に利用者の介護・見守りを行うことができる者がない場合
　必要な期間（月単位）に限り１か月につき25日以内
⑵　同居の家族等からの虐待等により、利用者を保護する必要がある場合であって、他の障害福祉サービスによる対応が不可能である場合　必要な期間（月単位）に限り１か月につき31日以内
２　前項の規定にかかわらず市長が特に必要と認める場合は、同項に規定する日数を超えて利用することができる。

３　１日に時間を分けて複数回利用した場合は、１日として数える。
（利用の方法）

第11条　利用者は、事業を利用しようとするときは、決定通知書を事業者に提示し、直接契約するものとする。この場合において、事業者は、当該利用者の決定通知書により決定に係る事項を確認するものとする。

（利用者負担金）

第12条　事業の利用に要する費用は別表に掲げるとおりとし、利用者又はその保護者は、利用者負担金として事業の利用に要する費用の10分の１に相当する額を事業者に支払うものとする。ただし、重度看護加算及び強度行動障害加算に係る費用は除く。

２　市長は、利用者が次の各号のいずれかに該当する世帯に属するときは、前項に規定する利用者負担金を免除するものとする。この場合において、世帯認定方法は、障害者総合支援法に基づく介護給付費等の支給決定に係る世帯認定方法を準用する。
⑴　生活保護法（昭和25年法律第144号）に基づく生活扶助を受けている世帯又は中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律(平成６年法律第30号)第14条の規定による支援給付を受けている世帯
⑵　当該年度（４月から６月までの間の利用については、前年度とする。）の市民税が非課税である世帯

（委託料）

第13条　市長は、事業を実施した事業者に対し、委託料として、別表に掲げる事業の利用に要する費用の額から前条の規定により支払われた利用者負担金の額を控除した額を支払うものとする。

（職員の配置）

第14条　事業者は、事業を適正に運営するため、次に掲げる要件を満たす職員を配置するとともに、職員の勤務体制を定めるものとする。

⑴　サービスの提供に当たる職員は、利用者５人につき、１人以上配置すること。

⑵　前号に掲げる職員のうち１人以上は専任とし、利用者に対し適切な支援を行う能力を有するものであること。

⑶　重度看護加算を算定する利用者を受け入れる場合は、看護師又は准看護師の資格を有する専任の職員を配置すること。ただし、利用者の支援に支障のない場合は、他の施設、事業所等の職務を兼ねることができるものとする。
⑷　事業者は、前号の職員に変更があったときは、速やかにその旨を市に届け出ること。
（事業者の責務）

第15条　事業者は、サービスの提供に当たり事故が発生した場合は、市長、利用者の家族等に速やかに連絡を行うとともに、必要な措置を講ずるものとする。

（帳簿の整備）

第16条　事業者は、事業の運営に関し、常に必要な諸帳簿を整備し、事業終了後５年間保存するものとする。

  （その他）

第17条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
附  則

この要領は、平成18年10月１日から施行する。

附  則

この要領は、平成23年４月１日から施行する。

附  則

この要領は、平成24年７月９日から施行する。

附  則

この要領は、平成25年10月１日から施行する。

附  則

この要領は、平成28年３月23日から施行する。
　　　附　則
１　この要領は、令和６年４月１日から施行する。

（経過措置）
２　この要領の施行の際、現に提出されているこの要領による改正前の岩国市日中一時支援事業実施要領による地域生活支援事業障害福祉サービス等利用申請書（次項において「旧様式」という。）は、この要領による改正後の岩国市移動支援事業実施要領による岩国市日中一時支援事業利用申請書とみなす。
３　この要領の施行の際、現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
附  則

　この要領は、令和７年４月１日から施行する。
別表（第12条、第13条関係）
	
	区分
	利用に要する費用（１回当たり）
	重度看護加算（※２）（１回当たり）
	強度行動障害加算（※３）（１回当たり）

	他の日中活動系サービスを併用していない場合
	１時間以上４時間未満（ただし、１時間以上の利用を予定していた場合であって、やむを得ない理由により１時間未満の利用となったときは、１時間未満の利用を含む。）
	1,660円
	1,280円
	1,100円

	
	４時間以上８時間未満
	3,320円
	2,560円
	2,200円

	
	８時間以上
	4,980円
	3,840円
	3,300円

	
	送迎加算
	600円
	
	

	他の日中活動系サービスを併用している場合（同一事業所内での利用に限る。）
	30分以上１時間未満(ただし、他の日中活動系サービスにおいて延長支援加算が算定できない場合に限る。)
	610円
	
	

	
	１時間以上２時間未満(ただし、他の日中活動系サービスにおいて延長支援加算が算定できない場合に限る。)
	920円
	
	

	
	２時間以上(ただし、他の日中活動系サービスにおいて延長支援加算が算定できない場合に限る。)
	1,230円
	
	

	
	送迎加算(ただし、他の日中活動系サービスにおいて送迎加算を算定できない場合に限る。)
	他の日中活動系サービスの送迎加算（片道）単位×10円
	
	


※１　区分に係る時間については、送迎に係る時間は除くものとする。
※２　重度看護加算認定の対象者については、次の表に掲げるいずれかの状態及び頻度にある者とし、当該対象者に対し、医師の指示に基づく看護師又は准看護師による医行為又は見守り（当該医行為に付随する看護師の指導に基づく介護職員による処置・見守りを含む。）が行われた場合に別表重度看護加算の欄の加算を算定するものとする（看護師又は准看護師が出勤しない日は除く。）。
	区分
	対象者の状態
	頻度

	人工呼吸器（レスピレーター）
	人工呼吸器が使用されている（経口、経鼻、気管切開の有無及び機種は問わない。）。
	ほぼ毎日

	経管栄養
	胃ろう若しくは腸ろうによる又は経鼻の経管栄養による栄養摂取が行われている（一部経口摂取が可能である場合を含む。）。
	ほぼ毎日

	中心静脈栄養
	中心静脈栄養（ＩＶＨ）が行われている（一部経口摂取が可能である場合を含む。）。
	ほぼ毎日

	気管切開
	気管切開されており、カニューレの交換、開口部の消毒、ガーゼ交換等の処置が行われている。
	ほぼ毎日

	たん吸引
	たん吸引が行われている。
	ほぼ毎日

	酸素療法
	間歇的酸素療法又は持続的酸素療法のいずれかの酸素療法が行われている（急性期対応としての一時的なものを除く。）。
	―

	モニター測定
	血圧、心拍、心電図、呼吸数又は酸素飽和度のいずれか１項目以上について、24時間以上にわたってモニターを体に付けた状態で継続的に測定されている。ただし、血圧測定の頻度は、1時間に1回以上のものに限る。
	ほぼ毎日

	点滴
	点滴が行われている。ただし、外来受診時の一時的な点滴は、含まれない。
	ほぼ毎日

	腹膜透析
	腹膜透析患者で、自ら透析液交換を行えない。
	ほぼ毎日

	ストーマ装具
	ストーマ（人工肛門又は人工膀胱）が造設されており、自ら消毒及びバッグの取替えが行えない。
	ほぼ毎日

	カテーテル
	尿失禁への対応としてコンドームカテーテル、尿道留置カテーテルの使用又は間欠的導尿のいずれかが行われている。
	ほぼ毎日

	とう痛看護
	がん末期のペインコントロールに相当する程度のとう痛があり、湿布、外用薬の塗布、鎮痛薬の点滴、硬膜外持続注入又は注射が行われている。
	ほぼ毎日

	じょくそうの処置
	じょくそうがあり、薬の塗布又は包帯等の交換が行われている。
	ほぼ毎日

	てんかん発作・意識障害
	予期不能のてんかん発作・意識障害が発生する。
	月に１回以上

	その他
	体調が不安定で、頻繁（年３回以上）に入退院を繰り返し、看護師の看護の元でなければ体調の管理が難しい｡ただし、入院治療が必要な者は除く（市長が特別に認める者に限る。）。
	―


　※３　強度行動障害加算認定の対象者については、次の表に掲げる行動関連項目の欄の区分に応じ、その行動関連項目が見られる頻度等をそれぞれ同表の０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が10点以上である者とし、当該対象者に対し、サービスを提供した場合に別表強度行動障害加算の欄の加算を算定するものとする。
	行動関連項目
	０点
	１点
	２点

	コミュニケーション
	１．日常生活に支障がない
	２．特定の者であればコミュニケーションできる
３．会話以外の方法でコミュニケーションできる
	４．独自の方法でコミュニケーションできる
５．コミュニケーションできない

	説明の理解
	１．理解できる
	２．理解できない
	３．理解できているか判断できない

	大声・奇声を出す
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	異食行動
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	多動・行動停止
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	不安定な行動
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	自らを傷つける行為
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	他人を傷つける行為
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	不適切な行為
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	突発的な行動
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	過食・反すう等
	１．支援が不要
	２．まれに支援が必要
	３．月に１回以上の支援が必要
	４．週に１回以上の支援が必要
	５．ほぼ毎日（週５日以上の）支援が必要

	てんかん
	１．年に１回以上
	２．月に１回以上
	３．週に１回以上


　備考　「日中活動系サービス」とは、障害者総合支援法第５条第１項に規定する障害福祉サービスのうち療養介護、生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援並びに児童福祉法第６条の２の２第１項に規定する障害児通所支援のうち児童発達支援及び放課後等デイサービスをいう。
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